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研究成果の概要（和文）：本研究では、消費者行動理論に基づいた動的選択モデルを構築し、実証分析を通じて
その有効性を検証した。ひとつめのモデルでは消費者が複数の商品・サービスを繰り返し利用する状況を考慮し
た動的選択行動モデルを構築した。実証分析においては、提案モデルで消費者の動的選択行動を予測することが
でき、さらにシミュレーション結果からマーケティング戦略の評価を行うこともできた。また複数選択行動につ
いても複数のモデルを開発し、商品・サービス間での競合関係や消費者セグメントの抽出を行うことができた。
これらの研究成果は、消費者の理解を深め、マーケティング研究の発展に貢献することが期待される。

研究成果の概要（英文）：In this study, we developed a dynamic choice model based on consumer 
behavior theory and validated its effectiveness through empirical analysis. Our model is not just a 
theoretical construct but a practical tool that can be used to understand and predict consumer 
behavior. It accounts for situations where consumers repeatedly use multiple products or services. 
The empirical analysis demonstrated that the proposed model predicts consumers' dynamic choice 
behavior and enables the evaluation of marketing strategies based on simulation results. 
Additionally, we developed several models to analyze multiple-choice behavior, which allowed us to 
examine competitive relationships between products and services and identify consumer segments. 
These findings have significant practical implications, enhancing the understanding of consumer 
behavior and contributing to advancing research in marketing.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では、消費者行動理論に基づいた動的選択モデルを構築し、実証分析を通じてその有効性を検証した。構
築したモデルは、マーケティング施策の変更に対する消費者の購買行動を予測できることを実証した。また、開
発した別のモデルも、消費者の行動データに基づき、消費者や市場の理解を深める上で有用であることが示され
た。このように本研究の成果は、市場や消費者を理解してマーケティング研究の発展に貢献するだけでなく、企
業のマーケティング意思決定を支援する上でも有益な知見を提供するものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
マーケティングにおいて、消費者が複数の代替案の中から選択を行う選択行動がどのように行われ
ているのかを理解することは、企業のマーケティング意思決定のために不可欠なものである。ただし、こ
のような消費者の選択行動は選択に至るまでの情報取得の過程と、代替案の評価方法の影響を受ける。
そのため、消費者の情報取得過程と代替案の評価方法を知ることが企業のマーケティング意思のため
にも重要となってくる。 
従来の研究では、代替案の評価方法については補償型や非補償型のモデルの開発が進められてき
た。近年では補償型のモデルについては合理的消費者が予算等の制約下で複数個の商品を選択す
る Kim et al.(2002)や Satomura et al.(2011)などが、非補償型のモデルについても選択データから個人
別の代替案評価方法を推定するものとして Gilbride & Allenby（2004)や Kohli & Jedidi (2007)が提案さ
れている。また選択時の情報取得については従来からの Information Display Board (IDB)法に加えて、
アイカメラによって実際の選択行動に近い状況での情報探索行動が分析されている。 
近年では眼球運動のモデル化を通じて、消費者の能動的な情報取得行動と代替案評価を統合的に
理解しようという試みもある (Liechty et al.2003; van der Lans et al. 2008; Shi et al. 2012; Krajbich et al. 
2012; Stüttgen et al.2012)。さらにマーケティング分野だけでなく心理学などの関連分野においても眼
球運動と意思決定を統合する研究は進められており、今後のさらなる発展が期待される。 
しかしながら現段階では購買時点における消費者の意思決定のダイナミクス、すなわち情報取得と
代替案評価がどのように進められて、最終的な選択に影響を及ぼしているかについて計量モデルを用
いた研究は十分ではない。 
なお、研究代表者は、これまで消費者の選択行動のダイナミクスに着目した研究を行ってきている。
里村・森（1999）、里村・森（2000）、里村（2004）などでは購買履歴情報を利用して購買意思決定のダイ
ナミクスについて研究を行っている。また Satomura et al. (2013)では消費者のブランド識別について競
争累積モデルを用いて表現している。これらの研究を踏まえて、本研究では情報取得過程と代替案評
価のモデル化という購買時点での意思決定のダイナミクスの研究を行うこととした。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は消費者行動理論を考慮した消費者の動的選択行動のモデルを構築し実証分析を行
うことである。さらにこの結果を利用してマーケティング戦略上の示唆を得ること目指す。 
  
具体的には以下の３つの研究課題に取り組む 
 
（１）評価時点でのヒューリスティクスを考慮した先見的消費者選択行動についてのモデルの構築： 
Lin et al.（2015)の先行研究を踏まえ、消費者行動研究で用いられるヒューリスティクスや、機械学習
分野の意思決定方法を組み込んだモデルを開発する。さらに構築されたモデルをマルコフ連鎖モンテ
カルロ法によるベイズ推定を用いた実証分析を行う。 
 
（２）学習による評価ウエイトの変化を考慮した動的選択モデルの構築: 
里村(2004）の動的ジョイントマップ・モデルを参考にして製品属性へのウエイトが変化するモデルを
開発する。ただし、このモデルでは現在までの行動しか考慮することができないため、将来における選
好構造の変化を表現できるようにモデルの拡張を行い、パネル・データを用いた実証分析を行う。 
 
（３）動的選択行動モデルを用いたマーケティング戦略評価方法の開発: 
ここまでに構築した動的選択行動モデルを用いて、マーケティング戦略評価方法の開発を行う。動的
選択行動モデルを用いてマーケティング戦略の変更により将来の消費者行動がどのように変化するの
かをシミュレーションから確認し、これをもとにマーケティング戦略を評価する方法を構築する。また、マ
ーケティング戦略の最適化についても検討を行う。マーケティング戦略については、特に、価格戦略と
コミュニケーション戦略に着目し、顧客生涯価値やブランド価値などの長期的な視点も含めて、消費者
行動理論にもとづく消費者の動的選択行動を考慮した企業の意思決定方法の構築と実務への示唆を
得ることを目指す。 
 
本研究を通じて、消費者行動理論に基づいた消費者の動的選択行動モデルを構築し、消費者行動を
理解し、企業のマーケティング意思決定に資する知見を得ることを目指す。 
 
３．研究の方法 
（１）モデル構築については、研究代表者の研究を含む既存研究のモデルをもとに構築を行う。そのた
めマーケティング分野のモデルに加えて、ミクロ経済学、認知心理学、機械学習などの関連する分野の
文献も渉猟して、幅広い分野から数理モデル構築のためのアイデアを集める。 
 
（２）実証分析においては、パネル・データを入手して消費者の異質性を考慮する。そして階層ベイズモ



デルを利用することで個人レベルでの選択行動を表現する。モデルの推定のためにはマルコフ連鎖モ
ンテカルロ法を利用する。 
 
（３）動的選択行動モデルを用いたマーケティング戦略評価方法の開発においてはシミュレーションを行
うことで、最適なマーケティング戦略を求める。 
  
４．研究成果 
（１）動的選択行動モデルの構築と実証分析： 
この研究では、消費者が複数のサービスを異なる間隔で繰り返し利用する状況を想定し、ミクロ経済
学での消費者行動理論に基づいた動的選択モデルを構築した。このモデルは、消費者のサービス利
用行動の特徴を捉え、将来の選択行動を予測することができるモデルである。このモデルでは、それぞ
れのサービスをいつ選択するのかを同時に考慮するだけでなく、従来の研究では考慮することが難しか
ったマーケティング変数が動的選択行動に与える影響も考慮することができ、マーケティング施策が消
費者行動に与える影響をより正確に評価できるようになった。 
実証分析ではあるサービス利用における消費者のパネル・データを用いてモデルの推定を行い、提
案モデルの有効性について検証を行った。このモデルは消費者の動的選択行動を予測するものであり、
このモデルは企業にとってサービス利用の促進や効果的なマーケティング戦略を立案するために役立
つものである。 
 
（２）複数選択肢からの複数選択行動のモデル化： 
複数の選択肢から複数選択を行う行動について、上の（１）よりもさらに多くの選択肢でも扱えるモデ
ルの構築を行った。多変量ロジットモデルを利用することで、選択対象が多い場合でも近似計算を利用
し計算負荷を軽減しながらも現実的な消費者行動を表現できるモデルを構築した。サブスクリプション・
サービスでの選択行動について実証分析を行い、モデルの推定結果から市場構造の分析を行った。
実証分析の結果からサービス間での競合関係を示すことができた。 
この研究では複数選択肢からの複数選択行動を分析する際に、選択肢間で効用が互いに影響する
関係を想定している。このような各選択肢の効用の影響を想定したい場合、従来は多変量プロビットモ
デルを利用していた。しかしながら多変量プロビットモデルでは推定のためには多重積分が必要となる。
そのため選択肢の数が多くなると多変量プロビットモデルでは計算負荷が高くなるため、扱える選択肢
の数には限界があった。一方、この研究で利用した多変量ロジットモデルは、アイテムの組み合わせを
選択肢として考えることで多項ロジットモデルを利用することができるため、推定において多重積分は必
要ではなくなる。さらに複合条件つき尤度を利用することで、計算負荷の高いマルコフ連鎖モンテカル
ロ法を利用しなくても、組み合わせ数の増加に伴う計算上の問題を避けて推定を行うことができる。実証
分析において、選択肢間での効用が相互に影響しながら消費者が複数選択を行う行動を、計算負荷を
下げながら推定する手法を利用したことは、本研究の大きな特徴のひとつである。 
ただし、このモデルでは１時点での選択を対象としており動的な選択については考慮されていないた
め、今後は動的選択モデルへの拡張を行う必要がある。 
 
（３）複数カテゴリー中の複数選択肢からの複数選択行動のモデル化： 
複数あるカテゴリーの中の複数選択肢から、カテゴリーごとに複数選択を行うモデルの構築を行った。
この研究では機械学習の手法の一つである Latent Dirichlet Allocation (LDA)モデル(Blei et al. 2003)
を拡張したジョイント LDA モデル(Blei & Jordan 2003)を用いた。このモデルでは選択された対象がカテ
ゴリー内・カテゴリー間で相関を持つことが可能であり、また選択肢が多い場合でも計算が可能である。
実証分析ではテレビ番組と Weｂサイトについての消費者の選択行動データに提案モデルを適用し、こ
れらのメディアの利用パターンをもとに消費者のセグメンテーションと各セグメントにおけるメディア消費
の特徴パターンを同時に推定した。さらに実証分析の結果をもとに、テレビ番組や Web サイトの潜在的
利用率の評価を行った。 
本研究で利用されたジョイントLDAモデルは里村(2018)でも顧客属性と購買アイテムのデータを同時
に利用するために用いられたが、本研究ではインターネットとテレビという異なるメディアの消費データを
同時に利用するために用いられた。このような顧客から得られる複数データの同時利用方法は消費者
行動を理解するための研究に加えて、マーケティングの実務においても利用価値の高いものである。 
ただし、このモデルでは期間中での選択を対象として動的な選択については考慮されていないため、
今後は動的選択モデルへの拡張を行う必要がある。 
 
以上のこのように本研究では、消費者行動理論に基づいた動的選択行動モデルを構築し、実証分析
を通じてその有効性を検証した。さらに複数選択行動についてのいくつかのモデルの開発がなされた。
構築したモデルは、消費者のサービス利用行動や購買行動を従来のモデルよりも予測できることが確
認された。また、開発したマーケティング戦略評価方法は、企業がマーケティング施策の効果を定量的
に評価し、最適な戦略を立案する上で有用な情報を提供するものである。本研究の成果は、消費者行
動の理解を深め、マーケティング研究の発展とその活用に貢献することが期待される。 
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